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事前復興、グリーンインフラ
気候⼯学
ナッジ
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中部高等学術研究所は、1996年に、大学直属の研究所として、
文理融合を推進する、先進的な大学共同利用研究所として設置された。

国際ESDセンター（2009）
国際GISセンター（2011）
持続発展・スマートシティ国際研究センター（2018）

中部高等学術研究所
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国際GISセンター

 2011.4  中部高等学術研究所の附置研究所
 国際GISセンター開所

 2012.4 私立大学戦略的拠点形成事業
 デジタルアース（俯瞰型情報基盤）による「知の統合」拠点（5年）

 2014.4 文部科学省共同利用・共同研究拠点
 問題複合体を対象とするデジタルアース研究拠点（6年）

 ISDE Japan Chapter 2017-

International Digital Earth Applied Science Research Center (IDEAS) 
at Chubu Institute for Advanced Studies, Chubu University

地域で発生している現象をモニタリング、生データを共有し、処理・分析し
てその意味を解釈するとともに、全体を俯瞰して分かりやすく多次元で表
示／広報し、さらには将来を設計、合意形成していくといった「新しい実学」
の創造を社会実験を通して探求

デジタルアースの構築：
地球の現状を知り、将来を考える道具

• 1998.1 ゴア米国副大統領（当時）の提唱によりスタート

• ネットワーク上にある膨大な地理空間情報を統合して、様々

な解像度で可視化することが可能な多次元のジオブラウザ

• 人間と環境の相互作用を理解するための共同実験室として

利用（科学コミュニケーションや計画のプラットフォーム）

2014年11月名古屋で
国連ESDの10年最終会合に合わせて
第５回デジタルアースサミットを主催
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デジタルアース拠点の全体の研究計画
現在は地域から地球レベルの様々な「リスク」に直⾯し、そのリスクは相互に関連し、
複数の学術分野を横断する、不確実性をはらんだ「問題複合体」を構成している。
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拠点の今後の展開
Phase I : デジタルアースの技術要素の統合（平成２６年度〜２８年度〜…）
Phase II: 具体的な問題複合体への応⽤（平成２９年度〜）
「技術要素の統合」と「具体的応⽤」の間で、フィードバックと最適化

認識科学
現象の解明

あるものの探求

設計科学
予測、意思決定

あるべきものの探求

探求するもの この世の法則 価値の探求
未来の法則

背景の現象、
対象 ⾃然現象 社会現象、⼈為的

コンテンツ、
データの特徴

⼀様、
多くは公共が提供

多様、
多くは個⼈が提供

研究者の
スタンス 客観的 主観的

デジタルアース
1.0

デジタルアース
2.0
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デジタルアースルーム

エビデンスベースの熟議を⽀援

危機管理情報収集⾞両

無⼈⾶⾏機（UAV）

デジタルアースの共同利⽤研究設備

デジタルアース
サーバ群

衛星インターネット
360度3次元カメラ

GPS
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デジタルアースによる「知の統合」

リアルタイム シミュレーション

不確実性の可視化

社会分野
データ

地理分野
データ

工学分野
データ

環境分野
データ

企業等

市民・NGO等

各種主題図
都市計画図
ハザードマップ

避難状況、
口コミ等
個別情報

リアルタイム
モニタリング

センサー・情報収集車・UAV・調査

大型マルチモニター付き会議室
被災時の対策検討室

（研究者・政策担当者）

ユビキタスセンサー

大学等

観測値
計算値
研究データ

俯瞰型情報基盤
(デジタルアース)

迅速な状況把握
検討・対策
情報発信
発言・議論

状況把握
情報発信
発言・議論

サイバー会議室

（研究者）

専門的説明
根拠説明
発言・議論

技術情報
支援技術

（政策担当者）

様々な主体が相
互の情報を統合
し閲覧・議論で
きる「場」を提供意思決定支援

防災情報・対応
発言・議論

被災状況等
収集データ

多次元多解像度
相互運用
統合DB

問題複合体への応用 （防災・環境）
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サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、
経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会（Society）

第５期科学技術基本計画

Society 5.0

ビッグデータ、モデリング、AI、…
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Industry4.0 driven by Cyber‐Physical System

mechanization

electricity

IT
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syste m -of-syste m s

s y s te m

dev ic e

human
c y b e r

p h y s ic a l

Earth
Big Data

AI

IoT
Robotics

Modified the Framework for Cyber-Physical Systems was released by the NIST CPSPWG on May 26, 2016

Examples include
a smart gird, 
a self‐driving car, 
a smart manufacturing
plant, 
an intelligent 
transportation system, 
disaster and emergency 
management system,
a smart city and 
Internet of Things (IoT) 
instances connecting new 
devices for new data 
streams and new 
applications. 

Cyber-Physical Systems (CPS)

現実世界

サイバー空間

温暖化対策の全体像

緩和と適応＋気候⼯学
気候変動適応法

地域適応コンソーシアム
SI-CAT

気候変動に関する懇談会
14
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「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」の閣議決定 2019．6.11

学術会議シンポ 「長期の温室効果ガス大幅排出削減に向けたイノベーションの役割と課題」 2019.6.6

温暖化に伴う環境変化に政策を総動員

温暖化対策の全体構成

新たなオプション

エネルギー政策

国家レリジエンス
想定を超える⼤きさ、確率

各政策の特徴を踏まえた
総合的なリスクマネジメント

16
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SI-CAT
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適応策： タイプとレベル、時間スケール
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影響分野： ⽔災害、⽔資源（渇⽔・⽔質）
⾃然⽣態系、農業、熱中症・感染症
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⽇本社会の劇的な変化

国や地域の情報流通を設計・構築し、都市を駆動するプロジェクト
Operating Cities by Designing and Establishing Information Distribution

My City Forecast: Urban Planning Simulator for Citizens
（市民協働型の都市計画アプリケーションの構築）

https://mycityforecast.net/

将来予測 My City Forecast 東⼤関本研
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RESAS Map 地域経済分析システム

まち、ひと、しごと創生本部

36
https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/kikohendo_kondankai/index.html

気候変動に関する懇談会（第2回）
平成31年2月26日
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https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/kikohendo_kondankai/index.html
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地球シミュレータによって算出された
2015年8月7日14:30の気温分布

東京オリンピック2020のマラソンコース沿いの通りを毎時4kmで南下する歩
行者の深部体温の時間変化。太陽光の影響、年齢においてリスクが異なる

http://www.jamstec.go.jp/j/about/press_release/20190723_2/

熱中症リスクの評価技術
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【1-1905】環境研究総合推進費
『気候変動の暑熱と⾼齢化社会の脆弱性に対する

健康と環境の好循環の政策』



中部⼤学での取り組み

SIP-NR2
地球未来社会設計研究会

SDGs, ESD,ナッジ
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工業化以前に比べて、人間活動によって1℃世界平均気温は上昇した（可能性
の高い範囲は0.8℃から1.2℃）

現在の気温の変化率が続けば、高い確率で、2030年から2052年の間で1.5℃
に到達

1.5℃ 報告書



災害外⼒と防災⼒との関係
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Resilience Capacity  

Disaster related  External Force

Time
21002000

Gap

Resilience Capacities
高齢化・老朽化

変⾰⼒
（転換・再構築）

（災害外力）

（防災力）

インフラ整備

適応⼒
（漸次調整）

地球温暖化

吸収⼒
（防御）

適応策

緩和策

国際災害支援情報基地構想研究会

中部大学中部高等学術研究所

国際救助隊（現代版サンダーバード）
非軍事の常設の災害情報支援と派遣専門部隊を

---- 国土強靭化のために、産官学の協働による
国際災害支援機能とレジリエントなセンサー国土の実現

44
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国際災害⽀援情報基地構想
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3-5. 災害リスクを踏まえた住まい方への転換

・災害の発生の危険性が高い区域にはできるだけ人が住まないようにする

・既に主要な都市機能が災害リスクの高い場所に立地している場合は、利便性と災
害リスクを考慮しつつ、住宅等の安全性の向上を促進。
・災害リスクと共存できる住まい方への転換を図る

○ 非常に危険な区域においては、新たな住宅の建築を抑制したり、既に居住してい

る住宅を安全な構造のものへと改修することや移転すること等を促すため、建築基
準法に基づく災害危険区域や土砂災害防止法に基づく特別警戒区域等の指定の
促進を図る必要がある。

○床上浸水の常襲地帯等の災害リスクが高い区域については、床高を上げること
等による住宅の安全性の向上や建築場所を適切に誘導すること等が重要である。
このため、開発許可の申請があった際に開発事業者等に対し、当該開発区域にお
ける災害リスクを十分に考慮することができるよう適切に情報提供するとともに、宅
地建物取引業者が、不動産を購入しようとする者に対し、災害リスクについて充実し
た情報提供を行うことができるようにするための方策について検討する必要がある。

新たなステージに対応した防災･減災のあり⽅
平成27 年1 月 国土交通省
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○ コンパクトシティの形成を誘導する過程において、災害リスクを

考慮することは非常に重要である。このため、最大クラスの外力だ
けでなく、様々な規模の外力について、その浸水の状況と発生頻
度に関する情報を公表したり、これを踏まえて土地ごとに床上浸水
が生じる頻度等を評価して公表するなど、まちづくり等に資する情
報の提供について検討する必要がある。

○ 都市化が著しく進行し、河川や下水道の整備が困難である中心

市街地等においては、貯留・浸透機能の向上を図ることが極めて
重要である。このため、民間施設においても貯留・浸透機能を確保
し、その機能が継続的に維持される仕組みについても検討する必
要がある。

新たなステージに対応した防災･減災のあり⽅
平成27 年1 月 国土交通省

事前復興
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事前復興とは、平時のうちに災害が発生した際のことを想定し、被害最小
化につながる都市計画やまちづくりを推進することを言う。

災害対策には大きく分けて、「防災」、「減災」、「復興」の3種類がある。

事前復興では、震災後の“まちのあるべき姿”を描き、災害に強い
都市のグランドデサインという大局的な観点から災害対策の取組み
を考える。これには、行政をはじめ、幅広い各層の市民、企業、団体
間での課題の理解・共有への努力と、合意形成に向けた継続的な取
組みが求められる。

そして、このような努力・取組みを事前に広く公開しておけば、実際
に大規模な災害に遭遇したとき、復興について住民合意や地域合意
が得られやすくなる。



49造山帯の弧状列島 中緯度地帯

フロー経済
照葉樹林帯

緑の国
アジア

モンスーン

均質・固有の文化

水に流す国民性

災害国

高温多雨
偏西風・海流
気候変動

少ない資源
ものづくり

台風・豪雨
地震・火山
山岳地域

農業・木材生産力
重化学工業
組立・機械

わが国の生命共生圏の特徴

汚染に強い
水田

豊かな土壌
生物多様性

モニタリング

地球規模
気候変動

流域⽣態系、グリーンインフラから考える国⼟

Learning to Think
Spatially (NRC)

環境
経済
社会
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⾃然の⼒を「いなす」知恵、独⾃のレジリエンス
• 自然の力、生態系サービスの限界（環境容量）を知る

• その範囲で自然を制御し、生態系サービスを最大化、持続
性を担保する。

加藤清正

馬場楠井手

鼻ぐり井手」は、菊陽町に残る清
正独創で、井手（用水）を壁で仕
切る構造とし、壁の底部中央に
穴を 開け、底の水の流れを速く
し、阿蘇特有の火山灰土（ヨナ）
が底に溜まるのを防いでいる。今
も現役の用水路として市内の水
田を潤している。

武田信玄

釜無川の両
岸とその周辺
には信玄堤
防「霞堤」な
どさまざまな
堤防・治水施
設・用水路な
どが存在

涌井客員教授資料
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2015年の9月25日－27日、ニューヨーク国連
本部において、「国連持続可能な開発サミッ
ト」が開催され、150を超える加盟国首脳の参
加のもと、その成果文書として、「我々の世界
を変革する：持続可能な開発のための2030ア
ジェンダ」)が採択されました。

SDGs
１７ Goals
169 Targets
230 Indicators

持続可能な開発⽬標（SDGs）
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戦略的イノベーション創造プログラム

SIP NR2

SIP
Seoson

2
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３．浸⽔状況把握および洪⽔氾濫ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ広域被災予測技術開発

第２期SIP「国家レジリエンス（防災・減災）の強化」

洪⽔氾濫・浸⽔被害について、特定の条件下において、発災後２時間以内に衛星画像から被災状況を判読する
開発したシステムを実装したプロトタイプを⽤いて、①⾃治体ベースとして、庄内川流域圏の名古屋市を中⼼とした

複数⾃治体、②国交省地整ベースとして、関東地整管区・九州地整管区を対象に実証実験・訓練等を⾏うことにより、
社会実装につなげる

災害対応について「モデル・シミュレーション」というアプローチ（Cyber）と、「観測データ・分析・解析」とい
うアプローチ（Physical）という両⾯のアプローチをリアルタイムに連携させるシステムを構築することで、災害対
応の側⾯でSociety5.0社会の実現に貢献する

本研究のコアコンピタンス
衛星画像のリアルタイム判読・変換技術の

実績と、多量のアーカイブ画像
リアルタイム洪⽔シミュレーションによる、

発災前の破堤箇所と氾濫区域の推定
気象予測を⽤いて、⽇本全域を対象に数⽇

前に洪⽔予測を⾏う
シミュレーション予測により衛星の観測を

機動的に制御し、被災状況の観測・解析・
分析を⾏う技術は世界に類をみない

本研究により何ができるようになるか
洪⽔氾濫⽔害直後の効率的で条件に影響さ

れにくい被災概況のリアルタイム判読
主要河川についての、洪⽔氾濫時の破堤箇

所・⽔位のリアルタイムな推定
気象予測に基づく、⽇本全国の数⽇前の河

川流量の推定と洪⽔予測
特定の条件下における、衛星画像データに

よる発災後２時間以内の被災状況の把握空間リスク情報プラットフォー
ム

SAR衛星画像による判読

2] [m3/sec]

気象予測に基づく河川流量予測
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東海ネーデルランド
高潮・洪水地域協議会

濃尾平野ゼロメートル地帯

60濃尾平野の標高図（デジタル標高地形図（国土地理院））



東海ネーデルランド
高潮・洪水地域協議会被害想定

：破堤箇所

ＴＮＴが想定する大規模かつ広域的な水災害において、

仮に、事前の避難がなされなかった場合に想定される
被害

*1 「死者数」 、*2「被害額」
◆死者数 ・・・ 「水害の被害指標分析の手引き（H25試行版）」に基づ

き試算
◆被害額 ・・・ 「治水経済調査マニュアル（案） 平成17年4月 国土交

通省 河川局」に基づき試算

交通途絶やライフライン切断、営業停止による波及被
害等は含まない

61

①浸水範囲（最大浸水深） ・・・ 右図のとおり
②浸水面積 ・・・ 約４９０km2 

③浸水区域内人口 ・・・ 約１２０万人
④死者数*1 ・・・ 最大約２，４００人
⑤被害額*2 ・・・ 約２０兆円
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地球未来社会設計研究会

Background
温暖化に伴う環境変化に対して、もはや傍観者ではいられない。
重⼤性の認識と⾏動が必要、科学技術と社会をつなぐPJ研究を⾏
い、⾃然の回復⼒を損なわない⼈間社会、すなわち太陽エネル
ギー社会を創ることを⽬指す。

Output
宇宙船地球号の操縦のために、今後必要となる研究PJプロポーザ
ルを作成する（1年以内）ムーンショット研究を超えた包括PJ提案。

Outcome
デジタルアースを⽤いて、現在の「宇宙船地球号の操縦マニュア
ル」を作り、分かり易くそれを出版（啓蒙書）する（1.5年以内）。
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ステークホルダー
国内・国際政策⽴案者、利⽤者

スポンサー 競争的公的資⾦

研究協⼒者
- データサイエンス
- データサービス
- その他プロジェクト

領域科学者

データ科学者

データ提供者

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾚﾍﾞﾙ

3. 社会実装

2. 実証実験

1. 構想・研究

気候⼯学 電⼒ｸﾞﾘｯﾄﾞ 災害対応
気候⼯学 災害対応

電⼒ｸﾞﾘｯﾄﾞ

３つの柱の連携

デジタルアース

本研究会で検討するPJの構成
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IPCCの議論の枠組みと気候⼯学
増田2014
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増田2014
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須藤健悟（2016）「化学気候モデルで探る大気微量成分の全球挙変動」、大気化学研究

SLCP（短寿命気候汚染物質）
⼤気汚染と温暖化対策の同時解決？
気候⼯学？（Geo-Engineering)



超電導直流送電網

from HP of American Superconductor (AMSC)
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Wakkanai to Imari via Tokyo：2651.7km
Pusan to Moscow：9889.1km
Moscow: to Korsakov：9116.7km

Total 21657.5km in land 387km in sea

161km

226km

Case Studies for Global Grid along highway



「ナッジ」（nudge：そっと後押しする）理論
認識から⾏動へ Society5.0

リチャード・セイラー氏とキャス・サンスティーン氏が提唱したもので、「選択を禁じることも、経済的なイ
ンセンティブを大きく変えることもなく、人々の行動を予想可能な形で変える選択設計のあらゆる要素」と
定義。
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• データの相互運用技術による統合と俯瞰・可視化基盤で
ある「デジタルアース」を、ＳＤＧｓのモニタリングを行うプ
ラットフォームとして利用する

• 具体的には、気候変動への適応や災害へのレジリエンス
強化、人間安全保障指標といった、複数のＳＤＧｓと関連
する各種指標・データについて、空間を切り口にした可視
化を行い、個別指標間の相互依存関係を明らかにして体
系化、定期的なモニタリングを行う

• 国内外の共同研究者にそのプラットフォームとしてのデジ
タルアースを構築・提供し、研究ネットワークを強化する

• 共同研究を通じて、ＳＤＧｓの指標の可視化と体系化に必
要なデータの収集し、それらのデータを活用した研究の推
進・支援、若手研究者育成を行う

中部大学のデジタルアース共同利用・共同研究拠点の
アクションプラン
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まとめ、メッセージ

– 国際社会、技術革新をとりまく状況が、急速かつ大きく変化
している中で、包括的で適切な情報を伝えることは重要、
多様な主体の協働が不可欠

– 温暖化対策のメリット、コスト、取らないときの状況、、

– リスク、不確実性などを踏まえた、科学コミュニケーション、
持続可能な社会のための情報プラットフォームの構築は急
務

– 地域に応じた統合知が必要 、例えば環境・エネルギーに配慮した
まちづくりが、防災・減災につながる

– 今後、地球温暖化防止活動推進センター、EPO中部、ESD
拠点…などこの地域の関連主体が協働して取り組むことが
重要



Digital Earth for Future Earth,..

デジタルアース拠点への
ご参加お待ちしています




